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本日のご説明内容
1

No. 実施日 指摘事項 回答頁 目次

1-1
令和2年2月18日
第836回 審査会合

補機冷却用海水取水路及びその近傍の取水路の一部の設計用地下水位に
ついて，周辺地下水位の観測をしていないこと，取水路周辺の汀線平行方向
の地下水位の変化が小さいことを踏まえ，T.M.S.L.+5.0mとすることの妥当
性を説明すること。

p.9

地下水位の設定
1-2

令和2年2月18日
第836回 審査会合

取水路のように延長の長い施設については，その設置区間内での最小余裕を
提示し説明すること。その上で，地下水位の上昇要因及び変動要因を考慮し
た地下水位とするためには，どの程度の余裕を設計用地下水位にもたせる必
要があるかも合わせて説明すること。

p.10~11

1-3
令和2年2月18日
第836回 審査会合

土木構造物の耐震評価における地下水位について，7号機施設及び6号機
施設で同じとする根拠を説明すること。

p.12

2-1
令和2年2月18日
第836回 審査会合

古安田層（A2s層）の液状化強度特性について，液状化抵抗曲線を下回
る試験データの採取位置及び代表性を示すとともに，液状化抵抗曲線を下回
る試験データが各施設の耐震設計に及ぼす影響の検討の要否を説明すること。

p.17~19
古安田層A2s層
の液状化強度特
性について

3-1
令和2年2月18日
第836回 審査会合

新潟県中越沖地震時の実測と再現解析結果の鉛直変位における比較につい
て，基本ケースと平均値ケース，実測値と解析結果に差が生じていない理由を
詳細に説明すること。また，最大過剰間隙水圧比及び最大せん断ひずみと地
盤変位との関係性について説明すること。

p.23 新潟県中越沖
地震の再現解析
の考察

3-2
令和2年2月18日
第836回 審査会合

設定した減衰定数の保守性及び適用性について，考察して説明すること。 p.23

4-1
令和2年2月18日
第836回 審査会合

地盤改良体の物性値の確認方法について，施工工法ごとに試験の方法，試
験体の採取位置の考え方及び施工管理基準を説明すること。

p.28~30

液状化対策工
事について

4-2

令和元年9月10日
第769回 審査会合
令和2年2月18日
第836回 審査会合

液状化の影響を考慮した各施設の設計について，対策工の実施範囲，物性
値の設定等の設計の考え方及び評価対象施設の設計結果を含む対策工の
成立性を説明すること。また，埋戻土層等の対策工について，適切な範囲，
仕様等を考慮した保守的な設計としていることを説明すること。

p.31~40

原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合の指摘事項に対する回答
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目次
2

１．地下水位の設定

２. 古安田層A2s層の液状化強度特性について

３. 新潟県中越沖地震の再現解析の考察

４．液状化対策工事について

５. 液状化検討対象層を踏まえた支持性能の影響評価

６. まとめ



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

3

1．地下水位の設定
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第836回 審査会合（令和2年2月18日）における説明

1. 地下水位

（第836回 審査会合（令和2年2月18日）スライド30より抜粋）

• 前回の審査会合では，敷地内に設置した21箇所の地下水位計の観測記録に基づき，地下水排水設備の外側に
配置する施設について，耐震評価における地下水位設定について説明した。
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第836回 審査会合（令和2年2月18日）における説明

1. 地下水位

• 各対象施設の設定地下水位に対して，地下水位を上昇させる要因や地下水位の変動要因を踏まえ，地下水位
設定の妥当性について説明した。

（第836回 審査会合（令和2年2月18日）スライド41より抜粋）
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第836回 審査会合（令和2年2月18日）における説明
61. 地下水位

前回の審査会合の説明のうち…
• 取水路及び補機冷却用海水取水路の設定地下水位については，敷地内の観測記録に基づき，地下水位の

変動要因を踏まえ，「T.M.S.L.5.0m」と設定した。
• 取水路の設定地下水位と観測地下水位との差分は，施設近傍に設置した地下水位観測孔（7GW-1孔）

位置において「1.84m」であり，十分な余裕を有すると評価した。

A-A断面の地下水位分布

（第836回 審査会合（令和2年2月18日）スライド35より抜粋（一部加筆））

1.84m
取水路近傍の地下水位観測孔（7GW-1孔）における
設定地下水位と観測最高地下水位との最小裕度

スクリーン室，取水路，補機冷却用海水取水路（投影）

設定水位
（T.M.S.L.5.0m)
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審査会合での指摘事項

1. 地下水位

■ 指摘事項(1-2)
補機冷却用海水取水路及びその近傍の取水路の一部の設計用地下水位について，周辺地下水位の観測をして
いないこと，取水路周辺の汀線平行方向の地下水位の変化が小さいことを踏まえ，T.M.S.L.+5.0mとすることの
妥当性を説明すること。

■ 回答
• 取水路の一部及び補機冷却用海水取水路の耐震評価に用いる地下水位をT.M.S.L.5.0mから

T.M.S.L.8.0mに再設定した。
• 6号機施設については，7号機側よりも地下水位が低い傾向にあるが，保守的に7号機施設と同じ地下水位設
定とする。

■ 指摘事項(1-1)
取水路のように延長の長い施設については，その設置区間内での最小余裕を提示し説明すること。その上で，地下
水位の上昇要因及び変動要因を考慮した地下水位とするためには，どの程度の余裕を設計用地下水位にもたせる
必要があるかも合わせて説明すること。

■ 指摘事項(1-3)
土木構造物の耐震評価における地下水位について，7号機施設及び6号機施設で同じとする根拠を説明すること。



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

施設の設置区間の地下水位設定と観測地下水位との関係（前回審査会合時）

取水路及び補機冷却用海水取水路の地下水位設定
81. 地下水位

設定地下水位
（前回審査会合時）

観測地下水位

凡例

注記＊ ：図中の数値は，観測地下水位と設計地下水位との差分（裕度）を示す。

1.84m＊ 0.4m＊

• ご指摘を踏まえ，取水路のように延長の長い施設については，その設置区間内での最小余裕を整理した。
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地下水位観測記録における変動要因の考慮（回答1-1）
9

• 以上の検討より，耐震評価に用いる地下水位に必要な余裕は，観測記録に基づく変動要因を踏まえ，観測最
高地下水位に対して「0.4ｍ以上」と設定する。

• なお，耐震評価後に地下水位を上昇させる事象が予想される場合は，地下水位設定の再検討する。

（第836回 審査会合 説明事項）
① 地下水位の上昇要因
• 岩着している施設，地盤改良体及び防潮堤について，その配置や構造から敷地内の地下水の流動に影響を
与える可能性を検討した結果，敷地内の地下水位が上昇する要因が無いことを確認した。

② 変動要因（人為的要因）
• 敷地内の地下水位の観測記録及び地下水排水設備の揚水実績を分析した結果，観測地下水位への地下
水排水設備による影響はほとんどないと評価した。

③ 変動要因（自然要因）
• 建設時の地下水位観測記録により観測最高地下水位のばらつきを分析した結果，年によって観測最高地下
水位に-0.3～＋0.4m程度のばらつきがあると評価した。

1. 地下水位

• 地下水位の上昇要因及び変動要因（人為的要因・自然要因）を考慮した上で，耐震評価に用いる地下水
位に必要な余裕を検討した。
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取水路及び補機冷却用海水取水路の地下水位設定の変更（回答1-2）
10

再設定後の地下水位設定

• 検討結果を踏まえ，より十分な余裕を確保するため，取水路の一部及び補機冷却用海水取水路の耐震評価
に用いる地下水位をT.M.S.L.5.0mからT.M.S.L.8.0mに再設定する。

1. 地下水位

凡例

：耐震評価に用いる地下水位

（漸縮部） （一般部） （漸拡部）

スクリーン室 取水路

①
② ③

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪④

T.M.S.L.3.0m

T.M.S.L.5.0m T.M.S.L.5.0～8.0m

T.M.S.L.3.0～5.0m

補機冷却用海水取水路

注：Ⓙは耐震ジョイント

タービン建屋

T.M.S.L.5.0～8.0m

■地下水位の変更
（変更前）T.M.S.L.5.0m
（変更後）T.M.S.L.8.0m

T.M.S.L.8.0m

T.M.S.L.5.0m

補機冷却用海水取水路

取水路スクリーン室

（一般部） （漸縮部）（漸拡部）



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

地下水位設定の妥当性確認（回答1-2）
111. 地下水位

1.84m＊

3.40m ＊

注記＊ ：図中の数値は，観測地下水位と設計地下水位との差分（裕度）を示す。

設定地下水位
（今回再設定）

観測地下水位

凡例

施設の設置区間の地下水位設定と観測地下水位との関係（今回再設定）

• 今回再設定した地下水位は，施設の設置区間における観測地下水位に対し，より十分な余裕を有しているこ
とを確認した。
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6号機施設の地下水位設定（回答1-3）
12

敷地内の観測地下水位

【取水路区間】
７号機施設の最高地下水位
3.16m（7GW-1)

6号機施設の最高地下水位
1.17m（6GW-3)

注： 図中の数値は，各地下水位観測孔の観測最高地下水位を示す。（ ）内の数値は，各地下水位観測孔において通年の観測記録が得られ
ている2018年の平均地下水位を示す。

地下水位の傾向
7号機施設＞6号機施設

• 6号機施設については，観測記録から7号機施設よりも地下水位が低い傾向が確認できるが，保守的に7号機
施設と同じ地下水位設定とする。

1. 地下水位
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２．古安田層A2s層の液状化強度特性について
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第836回 審査会合（令和2年2月18日）における説明

• 第836回 審査会合では，有効応力解析に適用する液状化強度特性について，設置変更許可以降の追加調査
によるデータ拡充と，液状化強度試験の代表性・網羅性の検討を踏まえ，液状化抵抗曲線の平均値-1σで設定す
ることを説明した。

• 審査会合では，古安田層（A2s層）の液状化強度試験について，液状化抵抗曲線の回帰曲線（平均-1σ強
度）を下回る試験データについて議論した。

（第836回 審査会合（令和2年2月18日）スライド22より抜粋）

２．古安田層A2s層の液状化強度特性について
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液状化強度試験（古安田層（Ａ2s層））

回帰曲線（平均強度）

回帰曲線（平均-1σ強度）

液状化抵抗曲線（ＦＬＩＰ）

せん断ひずみ両振幅 7.5％

φp＝32.0

Ｓ1＝0.005

ｗ1＝25.00

ｐ1＝0.50

ｐ2＝0.80

ｃ1＝8.75

古安田層（A2s層）の液状化抵抗曲線
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審査会合での指摘事項

２．古安田層A2s層の液状化強度特性について

■ 指摘事項(2-1)
古安田層（A2s層）の液状化強度特性について，液状化抵抗曲線を下回る試験データの採取位置及び代
表性を示すとともに，液状化抵抗曲線を下回る試験データが各施設の耐震設計に及ぼす影響の検討の要否を
説明すること。

■ 回答
• 古安田層（A2s層）の液状化強度特性について，液状化抵抗曲線を下回る供試体の採取位置及び採取
深度を確認し，当該供試体の土質性状及び地層の連続性を検討した。

• その結果，液状化抵抗曲線を下回る供試体は，地盤のばらつきの範囲にあり，地層が広範囲に連続して分
布していないことから代表性を有していないことを確認した。

• また，液状化抵抗曲線を下回る供試体の試験データによる感度解析を実施した結果，液状化強度特性の差
異が耐震評価に与える影響がないことを確認した。
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液状化強度曲線の回帰曲線(-1σ)を下回る供試体について
16
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液状化強度試験（古安田層（Ａ2s層））

回帰曲線（平均強度）

回帰曲線（平均-1σ強度）

液状化抵抗曲線（ＦＬＩＰ）

せん断ひずみ両振幅 7.5％

φp＝32.0

Ｓ1＝0.005

ｗ1＝25.00

ｐ1＝0.50

ｐ2＝0.80

ｃ1＝8.75

回帰曲線（平均-1σ強度）を下回るデータ

FSO2-2-11 FSO2-2-21

２．古安田層A2s層の液状化強度特性について

A2s層の液状化強度試験結果A2s層の液状化強度試験供試体の採取位置

• A2s層の液状化強度試験結果における，液状化強度曲線の回帰曲線(平均-1σ強度）を下回る2つの供試体
（FS02-2-11,FSO2-2-21）について詳細に検討する。

• A2s層の液状化強度曲線の回帰曲線（平均-1σ強度）を下回る供試体は，7号機のスクリーン室・取水路の近
傍で採取されており，当該供試体の土質性状及び採取箇所の地層の連続性について検討する。

供試体採取孔
(FSO2-2孔)
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A2s層

黒実線：敷地内調査孔の平均値

黒点線：敷地内調査孔の平均値±1σ

灰実線：液状化試験供試体の平均値

赤実線：液状化試験供試体の平均値±1σ

：FSO2-2-11

：FSO2-2-21

土質性状及び地質の連続性の検討（回答2-1）
17２．古安田層A2s層の液状化強度特性について

• 液状化強度曲線の回帰曲線（平均-1σ強度）を下回る供試体の土質性状は，粒度分布の比較からA2s層の
ばらつきの範囲内にあることを確認した。

• また，隣接ボーリング孔の観察記録から，液状化強度曲線の回帰曲線（平均-1σ強度）を下回る供試体が採
取された地層が広範囲に連続して分布していないことを確認した。

ボーリング柱状図

FSO2-2-11

FSO2-2-21

砂礫

砂礫

採取孔隣接孔 隣接孔 隣接孔

液状化強度曲線の回帰曲線（平均-1σ強度）を下回る供試体
を採取した地層は広範囲に連続して分布していない

礫分

（2mm以上）

砂分

（2.0～0.075mm）

細粒分含有率

（0.075mm以下）

平均値(%) 平均値(%) 平均値(%)

敷地全体 6.4 55.9 37.7

取水路周辺 10.1 62.5 27.4

供試体全体 6.8 77.2 16.0

FS02-2-11 1.6 89.0 9.4

FS02-2-21 2.5 80.0 17.5

粒度組成

粒度分布
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18２．古安田層A2s層の液状化強度特性について

感度分析（回答2-1）

解析断面（取水路一般部）

• A2s層の平均-1σ強度を下回る試験データを考慮した場合でも，液状化強度特性の差異は僅かであることから，
耐震評価への影響は限定的と考えられる。

• 感度分析として，A2s層の液状化強度特性を平均（-1σ）強度とした基本ケースと，液状化強度特性を下限値
相当とした下限値ケースの耐震評価結果を比較する。

感度分析に用いる液状化強度特性

0.0

0.5

1.0

1.5

1 10 100 1000

せ
ん

断
応

力
比

t d
 /

 s
' c

繰返し載荷回数

液状化強度試験（古安田層（A2s層））

平均強度

平均-1σ強度

FLIP 解析用液状化強度特性（平均値－1σ）

FLIP 解析用液状化強度特性（下限値）

せん断ひずみ両振幅 7.5％

下限値

φp＝32.0

Ｓ1＝0.005

ｗ1＝22.50

ｐ1＝0.50

ｐ2＝0.80

ｃ1＝7.26平均-1σを下回る試験データ（下限値）
に合わせた液状化強度特性

項 目 条 件

解析断面 7号機 取水路（一般部）

入力地震動 Ｓｓ－1（＋＋）

地盤剛性 平均値

解析ケース 液状化強度特性の設定

基本ケース 回帰曲線の平均（-1σ）強度

下限値ケース 試験データの下限値相当

感度分析の解析条件 感度分析の比較ケース

 

 

 

 

 

 

  
自
由
地
盤 

側
方
粘
性
境
界 

側
方
粘
性
境
界 

取水路 
150m 

▽T.M.S.L.12.0m 

A2c 

自
由
地
盤 

埋戻土 
新期砂層 

沖積層上部（シルト質） 
A3al 

A3al 
沖積層下部 

底面粘性境界 

▽T.M.S.L.－80.0m 

A3s 

A2c 

西山層 

A2al 

A2g（砂質） A2g（砂質） A2c 
A2g（砂質） 

A2s 
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部位
基本ケース（平均（-1σ）強度） 下限値ケース（下限値）

照査用層間変形角
Ｒd

限界層間変形角
ＲＬ

照査値
照査用層間変形角

Ｒd

限界層間変形角
ＲＬ

照査値

曲げ照査 ― 2.34×10-3 1.00×10-2 0.24 2.32×10-3 1.00×10-2 0.24

部位
基本ケース（平均（-1σ）強度） 下限値ケース（下限値）

照査用せん断力
Ｖd

せん断耐力
Ｖyd

照査値
照査用せん断力

Ｖd

せん断耐力
Ｖyd

照査値

せん断
照査

頂版 1153 2693 0.43 1153 2695 0.43

底版 1264 2901 0.44 1262 2903 0.44

側壁 1096 1554 0.71 1102 1560 0.71

隔壁 841 926 0.91 837 926 0.91

感度解析の照査結果

• 基本ケースと下限値ケースにおいて，最大せん断
ひずみは，構造物の下方に分布するA2s層で2
％程度と大きなひずみが発生していることから，
両者は同様の傾向を示していると考えられる。

• 部材の曲げ照査及びせん断力照査については，
基本ケースと下限値ケースとの間に差異がなく，
耐震評価に与える影響は僅かであることを確認し
た。

• A2s層は，構造物の下方に分布し，離れた位
置にあることから，構造物の応力状態に影響を
与えなかったものと考えられる。

２．古安田層A2s層の液状化強度特性について

感度分析（回答2-1）

頂版 頂版 頂版

側壁 側壁隔壁 隔壁

底版 底版 底版

評価部材 取水路（一般部）

曲げ，せん断ともに
照査値に変化なし

（単位：ｍｍ）

最大せん断ひずみ分布図（基本ケース）

最大せん断ひずみ（γmax）最大せん断ひずみ（γmax）

最大せん断ひずみ（γmax）最大せん断ひずみ（γmax）

最大せん断ひずみ分布図（下限値ケース）
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３．新潟県中越沖地震の再現解析の考察
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第836回 審査会合（令和2年2月18日）における説明

• 第836回 審査会合では，有効応力解析コード（FLIP)を用いた新潟県中越沖地震の再現解析について説明。再
現解析の結果から，FLIPを用いた解析は地表面変位を実測値よりも大きく評価しており，変形量の観点から十分
な保守性を有していることを確認した。

• 審査会合では，敷地内で実施した2断面（北断面，南断面）のうち，南断面の鉛直変位について，基本ケースと
平均値ケース，実測値と解析結果に差が生じていない点について議論した。

（KK7補足-024-1 地盤の支持性能について 改6，参考資料5 p.5-21より抜粋）

２．古安田層A2s層の液状化強度特性について
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近傍の実測値

基本ケース

平均値ケース

擁壁部

鉛直変位（基本ケース）：0.49m

鉛直変位（平均値ケース）：0.42m

護岸からの距離と地表面鉛直変位の関係（南断面）
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審査会合での指摘事項

3. 新潟県中越沖地震の再現解析の考察

■ 指摘事項(3-1)
新潟県中越沖地震時の実測と再現解析結果の鉛直変位における比較について，基本ケースと平均値ケース，
実測値と解析結果に差が生じていない理由を詳細に説明すること。また，最大過剰間隙水圧比及び最大せん断
ひずみと地盤変位との関係性について説明すること。

■ 回答
• 南側断面は，北断面と比較して過剰間隙水圧が95％を超える範囲が狭いため，側方流動による鉛直変位量
が比較的小さく，基本ケースと平均値ケースとの間の差異が小さくなったものと考えられる。

• 再現解析において，有効応力解析コード（FLIP)は，地表面が海側に変形した実測値の傾向を再現できてお
り，再現解析の変形量が実測値を概ね上回る評価ができていることから，適用している減衰定数と解析用物
性値は，耐震評価を実施する上で保守性を有しており，適用性があると判断できる。

■ 指摘事項(3-2)
設定した減衰定数の保守性及び適用性について，考察して説明すること。
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再現解析における南断面の鉛直変位の考察
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鉛直変位（基本ケース）：0.49m

鉛直変位（平均値ケース）：0.42m

護岸からの距離と地表面鉛直変位の関係（南断面）

3．新潟県中越沖地震の再現解析の考察

• 南側断面は，北断面と比較して過剰間隙水圧が95％を超える範囲が狭いため，側方流動による鉛直変位量
が比較的小さく，基本ケースと平均値ケースとの間の差異が小さくなったものと考えられる。

• 再現解析において，有効応力解析コード（FLIP)は，地表面が海側に変形した実測値の傾向を再現できてお
り，再現解析の変形量が実測値を概ね上回る評価ができていることから，適用している減衰定数と解析用物性
値は，耐震評価を実施する上で保守性を有しており，適用性があると判断できる。

0.01 -- 0.40
0.40 -- 0.60
0.60 -- 0.80
0.80 -- 0.90
0.90 -- 0.95
0.95 -- 1.00

TIME=        81.9200, ABS.MAX STRESS & FORCE Structure scale 10.00 m

Y

X

0.01 -- 0.40
0.40 -- 0.60
0.60 -- 0.80
0.80 -- 0.90
0.90 -- 0.95
0.95 -- 1.00

TIME=        40.9600, ABS.MAX STRESS & FORCE Structure scale 10.00 m

Y

X

0.01 -- 0.40
0.40 -- 0.60
0.60 -- 0.80
0.80 -- 0.90
0.90 -- 0.95
0.95 -- 1.00

TIME=        40.9600, ABS.MAX STRESS & FORCE Structure scale 10.00 m

Y

X

0.01 -- 0.40
0.40 -- 0.60
0.60 -- 0.80
0.80 -- 0.90
0.90 -- 0.95
0.95 -- 1.00

TIME=        40.9600, ABS.MAX STRESS & FORCE Structure scale 10.00 m

Y

X

過剰間隙水圧比の分布（北断面）

過剰間隙水圧比の分布（南断面）

北断面と比較して，過剰間隙水圧比

が95％を超える範囲が狭い

側方流動に伴う鉛直変位が

北断面よりも小さい（実測値よりは大きい）
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４．液状化対策工事について



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

25

審査会合での指摘事項

４．液状化対策工事について

■ 指摘事項(4-1)
地盤改良体の物性値の確認方法について，施工工法ごとに試験の方法，試験体の採取位置の考え方及び施
工管理基準を説明すること。

■ 回答
• 既設及び新設地盤改良体の物性値について，基準・指針に基づき，適用する施工方法に応じた適切な品質
管理，施工管理基準を適用する。

• 液状化の影響を考慮した各施設の設計について，対策工の実施範囲，物性値の設定等の設計の考え方及び
評価対象施設の設計結果を含む対策工の成立性を整理した。

• また，建設時の敷地造成における埋戻土の品質管理を示し，地盤改良における範囲や仕様等を考慮した保
守的な設計となるように配慮していることを説明する。

■ 指摘事項(4-2)
液状化の影響を考慮した各施設の設計について，対策工の実施範囲，物性値の設定等の設計の考え方及び評
価対象施設の設計結果を含む対策工の成立性を説明すること。また，埋戻土層等の対策工について，適切な範
囲，仕様等を考慮した保守的な設計としていることを説明すること。
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地盤改良による液状化対策工事について
26４．液状化対策工事について

地盤改良体を設置する施設の平面配置図

：対象施設

凡例
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地盤改良による液状化対策工事について
27４．液状化対策工事について

 地盤改良の目的
① 液状化時の変形抑制
② 液状化時の構造物の浮上り防止

 適用する地盤改良工法
① 置換工法（CD掘削工法）
② 置換工法（地中連続壁工法）
③ 置換工法（開削工法）
④ 機械攪拌工法
⑤ 高圧噴射攪拌工法
⑥ 無筋コンクリート
⑦ 土質安定処理土
⑧ 改良盛土

■ 対象施設
・ 大物搬入建屋
・ 格納容器圧力逃がし装置基礎
・ K6,7 海水貯留堰
・ K6,7 スクリーン室・取水路
・ 補機冷却用海水取水路
・ K6,7 軽油タンク基礎
・ 燃料移送系配管ダクト
・ 第一ガスタービン発電機基礎
・ 第一ガスタービン発電機用燃料タンク基礎

適用する地盤改良工法の一例

置換工法（CD掘削工法）

高圧噴射攪拌工法

①ガイドホール設置
所定深度まで削孔

②機器設置
ロッド建込み，超高圧
ジェットの噴射・モニ
ターの回転

③②の状態を保ちつつ
モニターの引き上げ，
スライムの排出

改
良
体

貫入 引上げ
撹拌

①改良箇所に撹拌
翼を貫入

②撹拌翼を引き上げな
がら地盤とセメントミルク
を撹拌し，改良体を造成

改
良
体

貫入 引上げ
撹拌

①改良箇所に撹拌
翼を貫入

②撹拌翼を引き上げな
がら地盤とセメントミルク
を撹拌し，改良体を造成

①改良箇所
に攪拌翼を
貫入

②攪拌翼を引
き上げながら
セメントミル
クを攪拌し，
改良体を造成

機械攪拌工法
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適用する規格・基準類（回答4-1）
284．液状化対策工事について

 地盤改良体の適用工法，設置箇所及び構造物の支持機能の有無に応じて適切な諸基準・指針を適用する。

目的 変形抑制 浮上り防止 変形抑制

構造形式

対象施設

格納容器圧力逃がし装置基礎，
K6,7 軽油タンク基礎＊，

燃料移送系配管ダクト＊

K6,7 スクリーン室，
K6,7 取水路，

補機冷却用海水取水路，
K6,7 海水貯留堰

適用基準 陸上工事マニュアル 陸上工事マニュアル 港湾・空港マニュアル

地
盤
改
良

地
盤
改
良

構造物

支持層

液
状
化
層

液
状
化
層

構造物
地盤
改良

地盤
改良

非液状化層

液状化層

非液状化層

貯留堰(鋼管矢板)

地盤改良

護岸(鋼矢板)

液状化層

目的 直接支持 変形抑制

構造
形式

対象
施設

無し
大物搬入建屋，K6 軽油タンク基礎＊ ，燃料移送系配管ダクト＊

第一ガスタービン発電機基礎，第一ガスタービン発電機用燃料タンク基礎

適用
基準

建築基礎指針，
建築センター指針，JEAG4616

陸上工事マニュアル

構造物

地盤改良

支持層

液
状
化
層

液
状
化
層

構造物

支持層

地盤
改良

液
状
化
層

液
状
化
層

構造物

支持層

非液状化層

地盤
改良

液状化層

地盤改良の目的及び構造形式に係る分類と適用基準

注記＊：K6軽油タンク基礎及び燃料移送系配管ダクトについては，構造物の側方と直下に地盤改良を実施している。
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地盤改良体の物性値の設定及びその確認方法（回答4-1）

4．液状化対策工事について

基 準 調査箇所数

陸上工事における深層混合処理
工法 設計・施工マニュアル

設計強度毎に改良体500本未満は3本×3深度，
500本以上は250本毎に1本追加

港湾・空港における深層混合処理
工法技術マニュアル

改良土量10,000m3に1本（上，中，下の3箇所）
程度

 地盤改良体の物性値の設定
• 竣工後の地盤改良体（既設地盤改良体）については，原位置試験及び室内試験に基づき物性値を設定する
ことを基本とする。試験規格は日本工業規格（JIS)または地盤工学会（JGS）を適用する。

• 施工中または計画中の地盤改良体（新設地盤改良体）については，既往の施工実績や文献を踏まえ，設計
上の保守性を考慮して物性値を設定する。ただし，近傍に既設地盤改良体があり，その地盤条件・施工方法，
設計強度が同一ものである場合は，近傍の既設地盤改良体の物性値を設定する。

 施工後の事後調査
• 諸基準・指針の一軸圧縮試験の調査箇所の目安を参考に，必要調査箇所数を満足するように設定する。

諸基準・指針おける必要調査箇所数の目安

地盤改良体の試験項目

項目 試験規格 試験名称

湿潤密度
JGS 2132 岩石の密度試験（ノギス法）

JIS A 1225 土の湿潤密度試験方法
間隙率 JIS A 1202 土の密度試験方法

P波速度
JGS 1122 地盤の弾性波速度検層方法
JGS 2110 パルス透過法による岩石の超音波速度試験

S波速度
JGS 1122 地盤の弾性波速度検層方法
JGS 2110 パルス透過法による岩石の超音波速度試験

ｈ～γ関係 JGS 0542
地盤材料の変形特性を求めるための繰返し三
軸試験方法

一軸圧縮強度
JIS A 1216 土の一軸圧縮試験方法
JGS 2521 岩石の一軸圧縮試験
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評価項目 種別 設計値 単位

事後調査結果

①
平均値

②
標準偏差

①ー②

強度
ｑud

高圧噴射（砂質土） 1000 kN/m2 3549 1664 1885

高圧噴射（粘性土） 1000 kN/m2 3314 1696 1618

Ｓ波速度
（剛性）
Ｖs

高圧噴射（砂質土） 600 m/s 1182 288 894

高圧噴射（粘性土） 600 m/s 867 140 727

    

(a) Ａ部 

(7 号機南側) 

(b) Ｂ部 

(7 号機北側) 

(c) Ｃ部 

(6 号機南側) 

(d) D 部 

(6 号機北側) 

 

事後調査による妥当性確認結果

• 新設地盤改良体の中で，竣工後の事後調査により，物性値が得られたものについては，設計値と調査結果を比
較し，設計値に基づく物性値の妥当性を確認する。

調査位置図K6,7 海水貯留堰 平面図

妥当性確認の一例（K6,7 海水貯留堰）

新設地盤改良体の物性値の妥当性確認（回答4-1）

４．液状化対策工事について

   

設計値以上の強度と剛性
を有していることを確認
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地盤改良体の設計上の保守性の配慮（回答4-2）
31４．液状化対策工事について

 地盤のばらつきの考慮
 既設地盤改良体
• 既設地盤改良体では，PS検層のS波速度Vsに基づき，初期せん断弾性係数G0を設定する。
• 地盤のばらつきを考慮した解析ケースでは， PS検層のS波速度Vsの標準偏差σを求め，初期せん断弾性係数

G0(±1σ）を設定する。

:設計S波速度（下限値相当）

:PS検層によるS波速度

 新設地盤改良体
• 新設地盤改良体では，構造物評価の観点から，地盤剛性を低く評価する方が地盤のせん断変形が生じやすい
ことから，既往の実績や文献に基づき，保守的に地盤改良体の下限値相当となる値を設定する。

• 地盤のばらつきを考慮した解析ケースでは，基本となる解析ケースにおいて初期せん断弾性係数G0が下限値相当
の値と設定していることから，初期せん断弾性係数G0のばらつきは設定しない。

:質量密度

:質量密度

 埋戻土について
• 地盤改良を適用する地盤（埋戻土）については，敷地における掘削土が起源。
• 建設時の敷地造成では，掘削土の性状（砂質土や粘性土）に応じた選別を行い，土捨場まで運搬した後，
再び土捨場から搬出し，敷均し後に転圧。さらに，施工後には締固め管理度の確認試験を行い，所定の締固
め度を確保する品質管理が行われている。

𝐺0 ±1𝜎 = 𝜌 ∙ 𝑉𝑠 ± 1𝜎 2

𝜌
𝑉𝑠

𝐺0 = 𝜌 ∙ 𝑉𝑠𝑑
2

𝜌
𝑉𝑠𝑑
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地盤改良による液状化対策工事の一例（格納容器圧力逃がし装置基礎）（回答4-2）

• 格納容器圧力逃がし装置基礎（以下，装置基礎という。）の周辺地盤を地盤改良することにより，装置基礎
直下の原地盤の液状化による変形を抑制することを目的とする。

地盤改良範囲図

7号機
原子炉建屋

地盤改良（新設）

A A

PN

置換工法（CD掘削工法）

置換工法（開削工法）

高圧噴射撹拌工法

４．液状化対策工事について

地
盤
改
良
（
新
設
）

西山層

A－A断面図

古安田層

新期砂層

装置基礎

地
盤
改
良
（
新
設
）
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格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応答解析モデル（回答4-2）

４．液状化対策工事について

• 装置基礎の地震応答解析は，以下を考慮するため，地盤3次元FEMモデルを採用した。
○地盤改良体の複雑な平面形状
○複数の地盤改良工法に応じた物性値と改良深度
○群杭効果（各杭の水平変位により生じる反力が，互いに影響を与える現象）
○ボックス形状の地盤改良体が装置基礎直下の原地盤の水平変形を拘束する効果

• 地震応答解析は，液状化評価あり・なしを考慮した。
(液状化評価あり：有効応力解析 液状化評価なし：全応力解析)

場所打ち鋼管
コンクリート杭

一軸多質点系モデル

基礎スラブ

構築物－杭 連成モデル 地盤改良体モデル

置換工法（CD掘削工法）

置換工法（開削工法）

高圧噴射撹拌工法

N

解析モデル全景

自由地盤

粘性境界
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格納容器圧力逃がし装置基礎における変形の抑制効果の確認（回答4-2）

• 基準地震動Ss発生時，地盤改良体外側の周辺地盤が大きくひずむ（変形する）のに対し，地盤改良体内側
の装置基礎直下地盤では地盤改良体が水平変形を拘束することにより，ひずみ（変形）を抑制できていることを
確認した。

A

A

X(NS)

Y(EW)
Z

N

解析モデル全景

A－A断面

X(NS)

Z

新期砂層

古安田層

西山層

地盤改良体
外側

地盤
改良体

地盤改良体
内側

地盤
改良体

地盤改良体
外側

地盤の最大せん断ひずみ：Ss-1（有効応力解析）

４．液状化対策工事について
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35４．液状化対策工事について

• 標準地盤物性値を用いた地震応答解析結果を比較したところ，最大応答変位を除きいずれも全応力解析
の方が大きいことから，耐震評価には全応力解析の応答値を採用した。

⇒有効応力解析では，地盤剛性の低下により，地盤の変位は増大するが加速度は減少する。
装置基礎においては，地盤変位の増大による応答値の増加に比べ，加速度の減少に伴う慣性力の減少による
応答値の減少の方が影響が大きいと考えられる。

• 最大応答変位は有効応力解析の応答値が1割程度大きいが，装置基礎と原子炉建屋との相対変位
（約171mm）が配管伸縮継手の許容値（±300mm）以内であることを確認した。

• 地盤物性の不確かさを考慮した解析結果における杭の最大軸力（10,400kN），最小軸力（9,910kN）
は，支持機能の許容限界（押込み：24,000kN，引抜き：17,000kN）以下であることを確認した。

最大応答値一覧：構築物

T.M.S.L.
（m）

全応力解析 有効応力解析

加速度
（m/s2）

変位＊1

（mm）
せん断力

（×103kN）
曲げモーメント

（×106kN・m）
加速度
（m/s2）

変位＊1

（mm）
せん断力

（×103kN）
曲げモーメント

（×106kN・m）

+26.3 23.7 101
25.6 0.373

13.9 111
14.8 0.215

+12.0 16.5 83.3 11.0 94.8

格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応答解析および耐震評価結果（回答4-2）

最大応答値一覧：杭

全応力解析 有効応力解析

最大軸力
（押込み）
（×103kN）

最小軸力
（引抜き）
（×103kN）

せん断力
（×103kN）

曲げモーメント
（×104kN・m）

最大軸力
（押込み）
（×103kN）

最小軸力
（引抜き）
（×103kN）

せん断力
（×103kN）

曲げモーメント
（×104kN・m）

9.55 -8.14 5.02 1.18 7.79 -6.44 3.23 0.951

注記＊1：変位は，T.M.S.L.-13.7m（原子炉建屋の基礎スラブ下端レベル）を基準点とした相対変位を示す。
＊2：黄色ハッチングは全応力解析と有効応力解析のうち，大きい方の値を示す。
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格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応答解析および耐震評価結果（回答4-2）

４．液状化対策工事について

• 耐震壁に生じるせん断ひずみは，全応力解析・有効応力解析ともに弾性範囲内であることを確認した。

せん断スケルトン曲線上の最大応答値：NS方向

0

1

2

3

4

0 1 2 3 4

τ（N/mm2)

γ（×10-3）

凡例

● 基準地震動Ｓｓ(ケース4)

Ss-1，Ss-2，Ss-8の最大値

○ 基準地震動Ｓｓ(ケース1)

全8波の最大値

（図中に応答が最大となる

地震動を示す）

ケース4：Ss-8

ケース1：Ss-1

○：全応力解析
●：有効応力解析

せん断スケルトン曲線上の最大応答値：EW方向

0

1

2

3

4

0 1 2 3 4

τ（N/mm2)

γ（×10-3）

凡例

● 基準地震動Ｓｓ(ケース4)

Ss-1，Ss-2，Ss-8の最大値

○ 基準地震動Ｓｓ(ケース1)

全8波の最大値

（図中に応答が最大となる

地震動を示す）

ケース4：Ss-2

ケース1：Ss-1

○：全応力解析
●：有効応力解析



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

37

地盤改良による液状化対策工事の一例（スクリーン室，取水路，補機冷却用海水取水路）

４．液状化対策工事について

• スクリーン室，取水路及び補機冷却用海水取水路は，液状化による構造物の浮上り対策として，構造物側方の
地盤改良を実施している。

• 地盤改良による浮上り対策は，共同溝設計指針に基づき，不透水層への根入れを1m以上確保することを基本
とする。

設置地盤
（非液状化層）

地下水位以深

地下水位以浅

▽地下水位

▽地表面

不透水層への根入れ
（1m以上確保）

A A
スクリーン室

取水路

（漸縮部）

（一般部）

（漸拡部）

補機冷却用
海水取水路

補機冷却用
海水取水路

7号機タービン建屋

スクリーン室，取水路及び補機冷却用海水取水路 平面図 スクリーン室 断面図（A-A断面）

浮上り対策における地盤改良の考え方

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫
⑬

⑭

⑮
⑯

⑰
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スクリーン室，取水路，補機冷却用海水取水路の浮上り評価結果（回答4-2）
38４．液状化対策工事について

• 地盤改良による浮上り対策実施後のスクリーン室，取水路及び補機冷却用海水取水路の全ブロックの浮上り評
価を実施する。

• 浮上り評価の結果，スクリーン室，取水路及び補機冷却用海水取水路は，浮上りに対して十分な安全性を有し
ていることを確認した。

○浮上り評価式

γi ：構造物係数（＝1.0）
ＷＳ：上載土の荷重（水の重量を含む）
ＷＢ：構造物の自重
ＱＳ：上載土のせん断抵抗
ＱＢ：構造物側面の摩擦抵抗
ＵＳ：構造物底面に作用する静水圧による揚圧力
ＵＤ：構造物底面に作用する過剰間隙水圧による揚圧力

ブロック
地震時

浮上り安全率
（Ｆｓ）

判定
(Ｆｓ≧1.1)

備考

スクリーン室 ① 2.98 ○

取水路

漸縮部 ② 4.93 ○

一般部

③ 6.23 ○ 海側立坑
④ 2.13 ○ 斜面部
⑤ 1.34 ○
⑥ 5.08 ○ 立坑
⑦ 5.42 ○

漸拡部

⑧ 4.28 ○
⑨ 3.85 ○
⑩ 6.82 ○
⑪ 3.39 ○ T/B取合部

補機冷却用
海水取水路

南側
⑫ 10.28 ○ 分岐部
⑬ 4.91 ○ 立坑部
⑭ 2.52 ○ T/B取合部

北側
⑮ 11.17 ○ 分岐部
⑯ 4.02 ○ 立坑部
⑰ 2.54 ○ T/B取合部

浮上り評価結果

注：共同溝設計指針では，不透水層に1m以上根入れされている構造物は浮上り検
討の対象外となるが，本検討では保守的に不透水層への根入れの有無に関わら
ず，浮上り評価を実施。

𝐹𝑠 = 𝛾𝑖
𝑊𝑆 +𝑊𝐵 + 2𝑄𝑆 + 2𝑄𝐵

𝑈𝑆 + 𝑈𝐷
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スクリーン室の地震応答解析モデル（回答4-2）

４．液状化対策工事について

• スクリーン室の地震応答解析は，液状化の影響を考慮するため有効応力解析（2次元FEMモデル）を実施する。
地震応答解析においては，浮上り対策として実施した地盤改良体をモデル化する。

• 耐震評価においては，地盤物性のばらつきの影響を網羅的に考慮する。また，有効応力解析に用いる液状化強
度特性は，代表性及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定する。

• 液状化の影響を考慮した解析ケースに加え，スクリーン室への応答加速度に対する保守的な配慮として，地盤の
非液状化の影響を考慮した解析ケースを実施する。

スクリーン室 地震応答解析モデル

耐震評価における解析ケース

解析ケース ①（基本） ② ③ ④ ⑤

地盤剛性 平均値 ＋1σ －1σ 平均値 ＋1σ

液状化
強度特性

－1σ －1σ －1σ
液状化パラメータを

非適用
液状化パラメータを

非適用



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

スクリーン室の耐震評価結果（回答4-2）
40４．液状化対策工事について

地震時の全時刻の最大過剰間隙水圧比分布
（曲げ軸力照査値最大となる解析ケース①・地震動Ss-3ーー）

• スクリーン室の耐震評価の結果，スクリーン室が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性を確保できることを
確認した。

照査用層間変形角＊

Ｒｄ

限界層間変形角
Ｒｕ

照査値
Ｒｄ／Ｒｕ

1.35×10-3 0.01 0.14

注記＊ ：照査用層間変形角Ｒｄ＝最大層間変形角Ｒ×構造解析係数γa

評価
位置

照査用せん断力＊1

Ｖｄ（kN）
せん断耐力
Ｖｙｄ（kN）

照査値
Ｖｄ／Ｖｙｄ

頂版 263 379 0.70

側壁 1368 4197 0.33＊2

隔壁 656 1113 0.59

底版 705 1349 0.53

注記＊1 ：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ
＊2 ：材料非線形解析を用いた方法による照査値

スクリーン室の曲げ軸力照査結果（最大照査値）

スクリーン室のせん断力照査結果（各評価位置の最大照査値）

地震終了時の過剰間隙水圧比分布
（曲げ軸力照査値最大となる解析ケース①・地震動Ss-3ーー）

スクリーン室の支持性能照査結果（最大照査値）

最大鉛直力
Ｒa

極限支持力
Ｒu

照査値
Ｒａ／Ｒｕ

2440 57500 0.05
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５．液状化検討対象層を踏まえた支持性能の影響評価
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42５．液状化検討対象層を踏まえた支持性能の影響評価

液状化検討対象層を踏まえた支持性能の影響評価

• 有効応力解析には，サイクリックモビリティ及び地震後の残留変位を適切に考慮でき，かつ新潟県中越沖地震に
よる地盤の変状等の再現性，適用性が確認された解析コードＦＬＩＰを用いることを基本とする。

• 建物・構築物及び屋外重要土木構造物の耐震評価において，基準地震動Ssによる地震力に対して，構造部
材の健全性及び基礎地盤の支持性能が確保できることを確認しているが，一部の施設の下方には液状化検討
対象層が分布していることから，これらの地層が地盤の支持性能に与える影響について検討する。

• 本検討では，各施設の支持層，基礎形式及び構造物下方の液状化検討対象層の有無を整理し，地震時の
最大過剰間隙水圧比を踏まえ，液状化検討対象層を踏まえた支持性能の評価対象施設を選定する。選定した
評価施設について，液状化検討対象層の過剰間隙水圧比の上昇を踏まえ，保守的な仮定に基づいた支持性
能評価を行う。

液状化検討対象層を踏まえた支持性能の検討フロー

開始

評価対象施設の選定

終了

過剰間隙水圧の上昇を踏まえた
保守的な仮定による支持性能評価

判定

詳細検討OK

NG

• 支持層・基礎形式
• 施設下方の液状化検
討対象層の有無

• 最大過剰間隙水圧比
分布（0.95以上）
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43５．液状化検討対象層を踏まえた支持性能の影響評価

評価対象施設の選定

• 建物・構築物及び屋外重要土木構造物のうち，杭や鋼管矢板を介して岩盤に支持する施設を除いた，古安田
層に直接支持される施設で，施設下方に液状化検討対象層が分布している施設を整理した。

• その結果，該当する施設として7号機スクリーン室，取水路（漸縮部，一般部），6号機取水路（漸縮部，
一般部）が抽出された。

号 機 施 設 支持層 基礎形式
施設下方における

液状化検討対象層の有無
確認要否

7号機

格納容器圧力逃がし装置基礎 西山層
杭基礎

（杭を介して岩着）
― ―

大物搬入建屋 西山層
杭基礎

（杭を介して岩着）
― ―

海水貯留堰 古安田層，西山層 鋼管矢板基礎 無し ―

スクリーン室 古安田層 直接基礎 有り ○

取水路

漸縮部 古安田層 直接基礎 有り ○

一般部 古安田層 直接基礎 有り ○

漸拡部
古安田層,西山層,
マンメイドロック

直接基礎 無し ―

補機冷却用海水取水路 マンメイドロック 直接基礎 無し ―

軽油タンク基礎 西山層
杭基礎

（杭を介して岩着）
― ―

燃料移送系配管ダクト 西山層
杭基礎

（杭を介して岩着）
― ―

第一ガスタービン発電機基礎
第一ガスタービン発電機用燃料タンク基礎

西山層
杭基礎

（杭を介して岩着）
― ―

6号機

海水貯留堰 古安田層,西山層 鋼管矢板基礎 無し ―

スクリーン室 古安田層 直接基礎 無し ―

取水路

漸縮部 古安田層 直接基礎 有り ○

一般部 古安田層 直接基礎 有り ○

漸拡部
古安田層
マンメイドロック

直接基礎 無し ―

建物・構築物及び屋外重要土木構造物の支持層，基礎形式及び施設下方における液状化検討対象層の有無 整理表
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• 抽出された施設（7号機スクリーン室，取水路（漸縮部，一般部），6号機取水路（漸縮部，一般部））
について，地震時の全時刻歴における最大過剰間隙水圧比分布を確認した。

• その結果， 7号機スクリーン室及び6号機取水路（漸縮部）について，施設下方の液状化検討対象層の比較
的広い範囲に最大過剰間隙水圧比が0.95を超える地盤要素が認められたことから，本検討の評価対象施設と
して選定した。

評価対象施設の選定

５．液状化検討対象層を踏まえた支持性能の影響評価

7号機スクリーン室の最大過剰間隙水圧比分布
（解析ケース①，Ss-3－－）

7号機スクリーン室の断面図 6号機取水路（漸縮部）の断面図

6号機取水路（漸縮部）の最大過剰間隙水圧比分布
（解析ケース③，Ss-3－－）

A2g（砂質）

A2s

A2s

施設下方の液状化検討対象層

施設下方の液状化検討対象層
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A2g（砂質）

A2s

過剰間隙水圧比の発生状況（7号機スクリーン室）
45５．液状化検討対象層を踏まえた支持性能の影響評価

• 過剰間隙水圧比が一時的に0.95を超えるものの，地震終了時には0.95以下となることから，施設下方の液状
化検討対象層はサイクリックモビリティを示していることを確認した。

7号機スクリーン室の過剰間隙水圧の発生状況

7号機スクリーン室の断面図 基準地震動の時刻歴波形（水平方向：Ss-３）

①10s

④39s（0.95以上発生時）

⑦60s

②18s（曲げ軸力・せん断力照査値最大付近）

⑤40s

⑧70s

③20s

⑥50s

⑨74.14s（地震終了時）
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施設下方の液状化検討対象層



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

過剰間隙水圧比の発生状況（6号機取水路（漸縮部））
46５．液状化検討対象層を踏まえた支持性能の影響評価

• 過剰間隙水圧比が一時的に0.95を超えるものの，地震終了時には概ね0.95以下となることから，構造物下方
の液状化検討対象層はサイクリックモビリティを示していることを確認した。

6号機取水路（漸縮部）の過剰間隙水圧の発生状況

6号機取水路（漸縮部）の断面図 基準地震動の時刻歴波形（水平方向：Ss-３）

①10s

④30s

⑦57s（0.95以上発生時）

②18s（曲げ軸力・せん断力照査値最大付近）

⑤40s

⑧70s（0.95以上発生時）

③20s

⑥42s（0.95以上発生時）

⑨74.14s（地震終了時）
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地震時の過剰間隙水圧の上昇を踏まえた支持性能評価

 

 

受働領域 

遷移領域 

主働領域 

Terzaghiの支持力理論 概念図
（引用：土質力学，石原研而，丸善に一部加筆） 保守的な仮定による支持性能評価の概念図

• 道路橋示方書の極限支持力の算定式はTerzaghiの支持力理論に基づいている。
• 本検討では，地震時の過剰間隙水圧比の上昇を踏まえ，保守的な仮定として，Terzaghiの支持力理論のう
ち，受働領域Ⅱ及び遷移領域Ⅲのすべり面の抵抗力は考慮せず，主働領域Ⅰの過剰間隙水圧比が一時的
に0.95を超える地盤要素がある液状化検討対象層よりも上側の地層におけるすべり面の抵抗力のみによる支持
性能評価を実施した。

• 評価の結果，保守的な仮定による支持性能評価でも，地震時の支持性能が確保されることを確認した。

6号機 取水路（漸縮部）の例

５．液状化検討対象層を踏まえた支持性能の影響評価

主働領域Ⅰ

評価断面
最大鉛直力＊

Ｒa（kN）
支持力

Ｒu（kN）
照査値
Ｒa／Ｒu

7号機 スクリーン室 2530 2990
0.85
（OK)

6号機 取水路(漸縮部) 2200 2960
0.75
（OK)

地震時の過剰間隙水圧の上昇を踏まえた支持性能評価結果

注記＊ ：鉛直力は，各構造物において地震応答解析を実施した全ての解析ケース及び
地震動のうち，最大となる値。

液状化検討対象層に過剰間隙水圧比

0.95以上となる地盤要素がある場合は，

保守的な仮定として，液状化検討対象層

より上側のすべり面の抵抗力のみで支持性

能を評価する。

 

 

Ⅰ 

主働領域 

施設下方の液状化検討対象層
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まとめ
48５．液状化検討対象層を踏まえた支持性能の影響評価

• 有効応力解析には，サイクリックモビリティ及び地震後の残留変位を適切に考慮でき，かつ新潟県中越沖地震に
よる地盤の変状等の再現性，適用性が確認された解析コードＦＬＩＰを用いている。

• 本検討では，各施設の支持層，基礎形式及び施設下方の液状化検討対象層の有無を整理し，地震時の過
剰間隙水圧比の上昇を踏まえ，施設下方の液状化検討対象層を踏まえた支持性能の評価対象施設を選定し
た。

• 地震時における施設下方の液状化検討対象層の過剰間隙水圧比は，一時的に0.95を超える地盤要素が認め
られるものの，時間の変化ともに過剰間隙水圧比が上昇と下降を繰り返すサイクリックモビリティを示していることを確
認した。また，地震終了時には，過剰間隙水圧比が0.95を超える地盤要素は認められない。

• さらに，選定した評価対象施設について，一部の液状化検討対象層において一時的に過剰間隙水圧比が0.95
を超えていたことを踏まえ，液状化検討対象層よりも上側の地層におけるすべり面の抵抗力のみを考慮した保守的
な仮定に基づいた支持性能評価を実施した場合においても，十分な支持性能が確保されることを確認した。

• 以上のことから，建物・構築物及び屋外重要土木構造物の耐震評価において，施設下方に分布している液状
化検討対象層が地盤の支持性能に与える影響はないことを確認した。
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６．まとめ
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1. 地下水位の設定
• ご指摘を踏まえ，耐震評価に用いる地下水位の一部をT.M.S.L.5.0mからT.M.S.L.8.0mに再設定した。
• 6号機施設については，7号機側よりも地下水位が低い傾向にあるが，保守的に7号機施設と同じ地下水位設
定とする。

2. 古安田層A2s層の液状化強度特性について
• 古安田層（A2s層）の液状化強度特性について，液状化抵抗曲線を下回る供試体の採取位置及び採取深
度を確認し，当該供試体の土質性状及び地層の連続性を検討した。

• その結果，液状化抵抗曲線を下回る供試体は，地盤のばらつきの範囲にあり，地層が広範囲に連続して分布
していないことから代表性を有していないことを確認した。

• また，液状化抵抗曲線を下回る供試体の試験データによる感度解析を実施した結果，液状化強度特性の差異
が耐震評価に与える影響がないことを確認した。

3. 新潟県中越沖地震の再現解析の考察
• 南側断面は，北断面と比較して過剰間隙水圧が95％を超える範囲が狭いため，側方流動による鉛直変位量が
比較的小さく，基本ケースと平均値ケースとの間の差異が小さくなったものと考えられる。

• 再現解析において，有効応力解析コード（FLIP)は，地表面が海側に変形した実測値の傾向を再現できており
，再現解析の変形量が実測値を概ね上回る評価ができていることから，適用している減衰定数と解析用物性値
は，耐震評価を実施する上で保守性を有しており，適用性があると判断できる。
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4. 液状化対策工事について
• 既設及び新設地盤改良体の物性値について，基準・指針に基づき，適用する施工方法に応じた適切な品質管
理，施工管理基準を適用する。

• 液状化の影響を考慮した各施設の設計について，対策工の実施範囲，物性値の設定等の設計の考え方及び評
価対象施設の設計結果を含む対策工の成立性を整理した。

• また，建設時の敷地造成における埋戻土の品質管理を示し，地盤改良における範囲や仕様等を考慮した保守的
な設計となるように配慮していることを説明した。

５.液状化検討対象層を踏まえた支持性能の影響評価
• 有効応力解析には，サイクリックモビリティ及び地震後の残留変位を適切に考慮でき，かつ新潟県中越沖地震によ
る地盤の変状等の再現性，適用性が確認された解析コードＦＬＩＰを用いている。

• 本検討では，各施設の支持層，基礎形式及び施設下方の液状化検討対象層の有無を整理し，地震時の過剰
間隙水圧比の上昇を踏まえ，施設下方の液状化検討対象層を踏まえた支持性能の評価対象施設を選定した。

• 地震時における施設下方の液状化検討対象層の過剰間隙水圧比は，一時的に0.95を超える地盤要素が認めら
れるものの，時間の変化ともに過剰間隙水圧比が上昇と下降を繰り返すサイクリックモビリティを示していることを確認
した。また，地震終了時には，過剰間隙水圧比が0.95を超える地盤要素は認められない。

• さらに，選定した評価対象施設について，一部の液状化検討対象層において一時的に過剰間隙水圧比が0.95
を超えていたことを踏まえ，液状化検討対象層よりも上側の地層におけるすべり面の抵抗力のみを考慮した保守的
な仮定に基づいた支持性能評価を実施した場合においても，十分な支持性能が確保されることを確認した。

• 以上のことから，建物・構築物及び屋外重要土木構造物の耐震評価において，施設下方に分布している液状化
検討対象層が地盤の支持性能に与える影響はないことを確認した。


